


































A study on the fair distribution of public facilities in local public 
organization
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Abstract
　In recent years, many autonomous bodies make 
the management plan of public facilities. This is 
a study on the fair distribution of public facilities 
in local public organization and a case on the 
management plan of public facilities in Kagamino 
town ,Okayama pref. We did a questionnaire 
survey for residents in Kagamino town. The 
main results are as follows. 1） Citizens could feel 
the current state about the public facilities and 
problems by citizen participation. Residents could 
share recognition with local public organization 
about the true form of the public facilities at the 
same time. 2） Citizens could have understanding 
in the finance with the maintenance in public 
facilities and the management, and cooperative 
consciousness sprouted up by this plan. 3） 
Consciousness of citizens rose by knowing the use 
reality of the public facilities.
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面積 185,580㎡）あり、平成 28 年 4 月現在の人口 13,538
人に対し、町民一人あたりの保有面積（総延床面積 / 人





















































鏡野町では公共施設等総合管理計画策定にあたり、平成 28 年度に公共施設白書 6)を作成している。 
2-1 鏡野町の公共施設の現況 
平成の大合併により苫田郡西部 4 町村が合併して誕生した鏡野町は、合併後 10 年が経過している。鏡野町はこの 10
年間に、行財政改革を進め、行政サービスの向上、財政の健全化に努めてきたが、その一方で日本社会は高齢化・人
口減少が進展している中、鏡野町においても同様の状況にある。 
現在、町が所有する公共建築物は、336 施設（総延床面積 185,580 ㎡）あり、平成 28 年 4 月現在の人口 13,538 人に
対し、町民一人あたりの保有面積（総延床面積/人口）は 13.7 ㎡/人となっており、他自治体に比べても多い（図-2）。 
鏡野町 
岡山県 
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1) 公共施設の老朽化に伴う安全性確保現在保有する施設のうち建築後 30 年を経過している建物は 30％だが、今後 10




鏡野町において今後 40 年間で必要な費用は 751.8 億円と試算されたが、年度によってバラつきがあり、年度によっ










































































1) 公共施設の老朽化に伴う安全性確保現在保有する施設のうち建築後 30 年を経過している建物は 30%だが、今後 10




鏡野町において今後 40 年間で必要な費用は 751.8 億円と試算されたが、年度によってバラつきがあり、年度によっ
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更新量（%） 40 50 60 70 80 90 100
更新費用（a） 308.52 385.65 462.78 539.91 617.04 694.17 771.3
維持費削減額 （b） 139.92 116.6 93.28 69.96 46.64 23.32 0
投資的経費平均額 （c） 421.6 421.6 421.6 421.6 421.6 421.6 421.6
支出可能額 （e=b+c） 561.52 538.2 514.88 491.56 468.24 444.92 421.6








現在保有する公共建築物を全て更新する場合は、40 年間で 771.3 億円が必要となるが、現在の投資的費用の平均額









































更新量（％） 40 50 60 70 80 90 100 
更新費用 (a) 308.52 385.65 462.78 539.91 617.04 694.17 771.3 
維持費削減額 (b) 139.92 116.6 93.28 69.96 46.64 23.32 0 
投資的経費平均額 (c) 421.6 421.6 421.6 421.6 421.6 421.6 421.6 
支出可能額 (e=b+c) 561.52 538.2 514.88 491.56 468.24 444.92 421.6 






現在保有する公共建築物を全て更新する場合は、40 年間で 771.3 億円が必要となるが、現在の投資的費用の平均額









































更新量（％） 40 50 60 70 80 90 100 
費用 (a) 308.52 385.65 462.78 539.91 617.04 694.17 771.3 
維持費削減額 (b) 139.92 116.6 93.28 69.96 46.64 23.32 0 
投資的経費平均額 (c) 421.6 421.6 421.6 421.6 421.6 421.6 421.6 
支出可能額 (e=b+c) 561.52 538.2 514.88 491.56 468.2 444.92 421.6 
不足額 (a-e) 253 152.55 52.1 -48.35 -148.8 -249.25 -349.7 
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　（1） 対象者：平成 28 年 4 月 1 日現在、鏡野町内に住
居のある 15 歳以上の男女 1,000 名




　①性別：男性 44.9%, 女性 55.1%
　②年代：
　回答者の年代については、60 歳代（21.1%）が多
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表-3　公共施設の過去 1 年間の利用状況（単位 : %）
頻度
施設 ほぼ毎日 週に数回 月に数回 年に数回 利用しない
市民文化系 0.3 2.1 12.2 44.3 41.1
社会教育 0.0 3.5 12.5 33.8 50.2
学校教育 6.2 0.3 2.1 17.5 73.9
スポ ･ レク 0.3 4.9 6.7 31.8 56.3
子育て支援 4.5 1.1 1.9 6.4 86.1
保健福祉 0.3 0.5 5.4 27.2 66.6
行政系 0.2 1.6 10.8 67.1 20.3
産業系 2.3 9.7 28.8 33.5 25.7
公園 0.5 1.4 8.3 22.1 67.7
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鏡野町の多くの公共施設は、大規模改修の時期を迎えつつあり、今後 10 年間には半数以上の施設が建築後 30 年を
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地域イノベーション第 10 号 − 64 −
補注
（1）  平成 26 年 4 月 22 日に「公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について（総務省総財務第 74 号）」が、総務大臣より各都道
府県知事・各指定都市市長宛てに通知が出されている。
（2）  平成 25 年 6 月 14 日閣議決定
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